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２ 試験研究職員構成 

事務 技術職員 
区    分 

職員 研 究 行政 

技術系 

非常勤職員
計 

工業技術 所長 1 1       

研究所 次長 1     1       

（本所） 研究統括監 1 1       

 研究調整監 1 1       

  総務課 3〔1〕① 1    4〔1〕①

  部長 1 1       

  
企画調整部

企画調整班 2     ② 3 ① 5     ③

  金属材料科 5 5     

  化学材料科 4 1〔1〕  5〔1〕  

  機械科 6 6       

  電子科 4 4       

  食品科 6 6    

  環境科 5 5      

  ユニバーサルデザイン科 4 4       

  工芸科 8 1〔1〕 ① 9〔1〕①

    計 6〔1〕③ 49 3〔2〕 ② 58〔3〕⑤

沼津工業 センター長 1 1       

技術支援 研究統括監 1 1       

センター 総務課分室・技術支援担当 2     ① 1  3     ①

  バイオ科 5 5       

  機械電子科 5 ① 5     ①

    計 2     ① 13 ① 15     ②

富士工業 センター長 1 1       

技術支援 研究調整監 1 1       

センター 総務課分室・技術支援担当 2     ① 1 3     ①

  製紙・ＣＮＦ科 6 ③ 6     ③

  機械電子科 5 5       

    計 2     ① 14 ③ 16     ④

浜松工業 センター長 1 1       

技術支援 研究調整監 1 1       

センター 総務課分室・技術支援担当 3     ① 1 ② 4     ③

  光科 5  5      

  電子科 4 ① 4     ①

  機械科 4 4       

  材料科 6 ④ 6     ④

  繊維高分子材料科 4 1〔1〕 ④ 5〔1〕④

    計 3     ① 26 1〔1〕 ⑪ 30〔1〕⑫

   計 13〔1〕⑥ 102 4〔3〕 ⑰ 119〔4〕○23

（注）〔〕は再任用職員で内数、 ○は非常勤職員又は臨時職員で外数 

 

 



３ 研究分野別中期方針 

 

地域産業に最も近い技術支援機関として 

 

工業技術研究所は、県内産業・中小企業支援のために４カ所に設置された各機関の役割を２種

類の技術分野（地域産業の基盤となる基盤技術と静岡新産業集積クラスター推進事業を始めとす

る地域の特化技術）及び中小企業全体の支援に横断的に関わる横断分野に大別した。更に技術分

野を９に細分化し、各々の分野ごとに中期方針を立て、各分野のより具体的な対応を明示した。 

 

当研究所が支援する技術分野と横断分野 

地域 機       関 特化技術 基盤技術 横断分野 

沼津工業技術支援センター バイオ 機械、電子 
東部 

富士工業技術支援センター 製紙、ＣＮＦ 機械、電子 

中部 工業技術研究所 
食品、環境エネルギー

生活製品 
材料、機械、電子

西部 浜松工業技術支援センター 光 材料、機械、電子

ものづくり

支援 

 

以下、分野別の中期方針を示す。なお図中「期待される効果」の各項目に付記されている数字

は、静岡県経済産業ビジョン（商工業編）の施策との対応を示している。 

 

＜参考＞ 静岡県経済産業ビジョン（商工業編） 

基本方向Ⅰ 次世代産業の創出 

視 点 施策群 

１ 静岡県新産業クラス
ターの推進 

（１）静岡新産業集積クラスターの推進 
（２）高度産業人材の育成 

２ 次世代を拓く産業育
成の推進 

（１）成長産業分野への地域企業の参入支援 
（２）産業を牽引する研究開発の推進 
（３）創業者やベンチャー企業等の育成 
（４）スポーツ産業や ICT 産業、クリエイティブ産業など新たなサ

ービス産業の振興 
（５）成長産業分野へ参入する地域企業の資金調達支援 
（６）特許や商標など知的財産等の積極的な活用 

３ 企業誘致や海外成長
力の取り込み等による
県内産業の活性化 

（１）新東名など高度なインフラを生かした国内外からの企業誘致の
推進 

（２）県内企業の海外展開支援 

 

基本方向Ⅱ 豊かさを支える地域産業の振興 

視 点 施策群 

４ 中小企業の経営力向
上を経営基盤強化 

（１）中小企業者の経営革新等への取組の支援 
（２）創業者やベンチャー企業等の育成 
（３）時代に即応した中小企業支援を担う人材の育成 
（４）円滑な資金調達の支援と経営改善の促進 
（５）地域に根ざしたものづくりと静岡ブランドの発信による地 

場産業の振興 
（６）下請企業の受注拡大支援と取引適正化の推進 
（７）下請け企業の自立支援 
（８）国などと連携した企業の事業継承や再生支援の促進 
（９）事業所の防災・減災対策の取組支援 

５ 地域を支える魅力あ
る商業とサービス産業
振興 

（１）地域を支える商業の振興 
（２）地域の課題をビジネスの手法で解決するコミュニティビジ 

ネスの創出 
（３）スポーツ産業や ICT 産業、クリエイティブ産業など新たなサ

ービス産業の振興 



（１）バイオ技術分野 

ア 背景 

バイオ技術に関連する分野は、医薬品（診断薬を含む）、食品（醸造を含む）、化学工業等と多

岐にわたる。当該分野の製品分野別国内生産年間出荷額の合計は、平成 21 年度に約 7.3 兆円で

あり、医薬品、食品の割合が多く、成長基調で推移している。当県の医薬品生産部門は全国２位、

食品部門は飲料、缶詰、吟醸酒などが有名である。とりわけ吟醸酒は全国的に有数の生産県であ

る。 

企業規模別では、医薬品製造の複数の大手企業が県内に立地しているほか、インフルエンザ検

出などの体外診断薬開発企業の多くが県東部に集積している。これらの多くはベンチャー企業で

あり、この中から世界的に有名な企業の輩出もみられる。とりわけ、酵素・抗体を用いた測定技

術は診断薬をはじめとして、食品・環境検査試薬など様々な分野で活用されており、今後の成長

が期待されている。一方、酒造、醤油、漬物等の醸造・発酵食品業界には中小企業が多く、独自

で行う技術開発には限界がある。 

イ 方針 

近年の研究成果を生かして、新規抗体の作製や抗体を利用した測定系の開発を行い、ベンチャ

ー企業を含む医療・診断薬企業への技術支援及び次世代の産業創成をめざす。また、醸造及び有

用物質生産に利用できる新規微生物を開拓し、従来型の微生物利用によって製品を製造している

産業の活性化を図り、併せて健康長寿県を目指すファルマバレープロジェクトに貢献していく。 

取り組む内容は、バイオ技術を産業に応用することを目的に「遺伝子組換技術」と「酵母等微

生物の利用技術」をコア技術として有用物質の生産技術、有用微生物の開拓、バイオ系評価技術

の開発等の研究を行い、他機関と連携した企業の支援・育成を行う。 

ウ 重点研究 

①抗体たんぱく質の生産技術の開発と応用 

遺伝子組換技術、酵素応用技術、発酵工学等を利用した抗体タンパク質の効率的・安定的な生

産技術を開発する。また、これら酵素や抗体たんぱく質を利用した迅速かつ高感度な測定法の

開発を推進する。 

②有用微生物の探索・育種と利用 

醸造・発酵食品など微生物を利用する産業において、新製品開発や製品の高付加価値化を推進

するために、関連微生物の探索・育種とその利用法を開発する。 

③分析・測定技術の開発 

ガスクロトグラフィー等の機器分析による清酒等の成分分析、遺伝子解析や微生物群集解析等

のバイオ技術を応用した評価技術を開発する。 

エ 相談・支援 

①遺伝子組換技術、酵母等微生物の利用技術等のバイオ技術に関する技術相談・支援を行う。 

②他機関と連携して６次産業化の推進のために、地域特産物や地域固有技術を活かした商品開発

の支援を行う。 

オ 依頼試験・設備使用 

①菌数測定試験や発酵試験などを依頼試験により対応する。 

②ガス（または液体）クロマトグラフィーを用いた成分等の測定を設備使用により対応する。 

カ 実習研修、講習会、講演会等 

企業人材育成のための研修生の積極的な受け入れ、静岡県バイオテクノロジー研究会や関連団

体等と連携した講習会や講演会の開催、及びこれらの情報提供を行う。 

＜期待される効果＞ 

①先進的な微生物利用技術を持つ企業の育成 

②発酵・醸造食品の産業支援と活性化  

③医療・健康産業の推進 

 

 



（１）バイオ技術分野 

 

 

 

 

 

 取り組むべき技術・研究開発の体系 

技術支援と新規微生物開拓によるバイオ産業の創生・活性化 

健康長寿県を目指すファルマバレープロジェクトの推進 

☆コア技術☆ 

酵母等微生物の利用技術 

遺伝子組換技術 

有用微生物の探索・

育種と利用 

酒造用酵母開発 

発酵食品開発 

抗体たんぱく質の生

産技術の開発と応用

抗原の量産 

抗体の迅速作製 

高感度測定技術 

分析・測定技術の

開発 

成分分析 

遺伝子解析 

相談・支援 
体外診断薬開発 
醸造等への利用 
食品・環境検査薬等への
応用 

依頼試験・設備使用
 
成分分析試験、発酵試験
などを実施 

実習研修・講習会等
 
研修生受入れ、講演会、
講習会、研究会 

 

【期待される効果】 

・先進的な微生物利用技術を持つ企業の育成；Ⅰ-２-(２) 

・発酵・醸造食品の産業支援と活性化；Ⅱ-４-(５)  

・医療・健康産業の推進；Ⅰ-１-(１) 

診断薬等の医薬品企業、発酵食品・醸造食品関連企業



（２）製紙技術分野 

ア 背景 

  本県の製紙関連中小企業は、古紙を原料とする家庭紙など、「再生紙」の生産・加工を中心と

しており、当地域は「古紙リサイクル」の一大基地となっている。資源保護の考えから中長期的

には原材料の古紙利用率が 60％を超える中で近隣諸国での紙の増産などによる古紙不足の再燃

が考えられる。 

イ 方針 

県内製紙産業の振興およびファルマバレープロジェクトの推進を実現するため、富士地区を中

心とした家庭紙業界への技術支援を行うことにより本県の製紙産業の持続的発展を図る。具体的

には、古紙の再利用などの「古紙リサイクル技術」、全国標準をつくる「リサイクル性評価技術」、

高付加価値化を図るための「機能性付与技術」、および省エネルギーを中心とする｢環境負荷低減

技術｣などをコア技術として紙関連の技術開発および研究開発に取り組む。また、紙に関する公

設試験研究機関が所在するのは、国内では４県（静岡、岐阜、愛媛、高知）に限られることから

全国的な試験機関としての役割も果たしており、紙に関する情報集積の中心地として発展させる。 

ウ 重点研究 

①未利用古紙活用技術の開発 

再生紙では、古紙の種類や古紙パルプの劣化が製品の品質に直接影響を及ぼす。リサイクルに

より紙やパルプが受ける影響を明らかにして再生紙の原料としての適応を促進する。 

②評価手法の標準化 

リサイクル適性や紙製品の評価の業界標準化に関する研究を、国の試験研究機関や業界団体な

どとともに実施する。また、古紙の規格を明確にしてリサイクル過程でのトラブルを回避する。 

③機能性付与技術の開発 

紙の新たな需要拡大に向けて高付加価値化を図るため、セルロースナノファイバー（ＣＮＦ）

などの新しい素材を活用して紙やシートなどに新たな特性や機能を付与する技術を開発する。 

④環境負荷低減技術の開発 

製紙工場における省エネ技術の支援を行う。 

エ 相談・支援 

①古紙処理、印刷物リサイクル適性評価などに関する相談に対応する。 

②抄紙、塗工、加工、印刷技術など高品質化、新製品開発等の相談に対応する。 

③センター協議会製紙部会、「ふじのくにＣＮＦフォーラム」などを通じ、製紙関連団体との情報

交換を通じた現場ニーズへの即応や産学官コーディネータとの連携を図る。 

オ 依頼試験・設備使用 

①製紙物性、古紙処理技術、印刷・加工技術等、幅広い製紙分野の依頼試験、設備使用に対応す

る。 

②企業との接触機会を増やし、業界のニーズにマッチした機器の充実や更新を図る。 

カ 実習研修、講習会、講演会等 

研究や相談・支援、依頼試験・設備使用の技術領域に応じた実習・研修会、講習会等を開催す

る。 

＜期待される効果＞ 

①紙のトラブルや相談を解決するワンストップ機能の充実 

②家庭紙などの地場産業の技術力向上と他分野、新技術への応用展開 

③標準化をリードすることによる地域産業および国内産業の競争力向上 

 



（２）製紙技術分野 

 

 

 

 

 

 取り組むべき技術・研究開発の体系 

県内製紙業界の活性化と将来に向けた技術開発 

☆コア技術☆ 

古紙リサイクル技術 

リサイクル適性評価技術 

高付加価値化技術 

環境負荷低減技術 

 

 

環境負荷低減 

環境負荷表示 

廃棄物有効利用 

 

機能性付与 

（ＣＮＦ等の活用）

高機能紙 

機能性シート 

相談・支援 

リサイクル技術、高品質

化、新製品開発、コーデ

ィネート 

依頼試験・設備使用

紙物性、古紙処理 

印刷・加工 

実習研修・講習会等

研究開発、相談・支援、

試験方法、機器設備等 

 

【期待される効果】 

・紙のトラブルや相談を解決するワンストップ機能の充実；Ⅱ-４-(５) 

・家庭紙などの地場産業の技術力向上と他分野、新技術への応用展開；Ⅰ-２-(１) 

・標準化をリードすることによる地域産業および国内産業の競争力向上；Ⅰ-３-(２) 

 

評価手法の標準化

試験法の確立 

利用規格の明確化 

 

未利用古紙活用

生産性向上 

歩留まり向上 

製紙業、紙製品加工業 



（３）食品技術分野 

ア 背景 

静岡県の食品・飲料の製造品出荷額は２兆円を超え、全国１位である。県内食品産業の特徴は、

飲料、水産物加工品（缶詰、調味料、かつお節等）の産業集積にある。食品については、消費者

の安全・安心等品質へのこだわりや健康志向もあり、ニーズはますます高度化し、企業はこれに

応えるべく高付加価値商品の開発を指向している。そのためには、他企業が真似できない加工技

術の開発が急務であるが、必要な開発技術者は不足している。 

これまで、研究所では各種助成制度等を活用して、県内特産物や加工副産物の生理機能を探求

し、機能性食品素材、高齢者用食品の開発、加工副産物の高度利用などを研究し、商品開発に結

びつけた。また、総合食品学講座や研修生受け入れ等により、食品企業の技術者育成を図ってい

る。 

イ 方針 

次世代リーディング産業の創出と育成を目指す静岡新産業集積クラスターのひとつである「フ

ーズ・サイエンスヒルズプロジェクト」の推進により食品産業の発展を図るため、地域の大学、

企業等と連携して、安全・安心でおいしく、体に良い茶等特産物の商品開発のための研究や、地

域の特産物や固有技術を活かした独自加工・製造プロセスの研究開発を行う。また、企業の商品

開発力向上のため技術者の育成支援や情報提供を積極的に行う。 

ウ 重点研究 

①高付加価値化食品と素材の開発：安全・安心でおいしく、体に良い等の消費者ニーズに対応し

た食品および素材の開発を進める。 

②新食品加工プロセスの開発：企業の要望に対応し、異分野技術や先端技術を応用した新規食品

加工プロセスや機械の開発を推進する。 

③６次産業化の推進：各種補助事業を利活用して、地域特産物や地域固有技術を活かした商品を

開発し、地域振興を支援する。 

エ 相談・支援 

①食品の機能性、品質・安全性、消費者の安全・安心確保のため、技術相談に対応する。 

②大学や産業支援機関等のコーディネータと連携して、当研究所だけでは対応できない、より高

度な食品加工技術や品質評価技術等の企業への導入を支援する。 

オ 依頼試験・設備使用 

①機能性食品等の新商品、新加工プロセスの開発については関連するパイロットプラントや地域

結集事業整備機器等の開放試験設備を活用する。そのため、各種イベントを通じて、企業に設

備を積極的にＰＲする。 

②食品物性・成分等の分析・評価については、現有設備の積極的な活用を企業に働きかけると共

に、ルーチン的な分析・評価については県内各地に立地する民間分析機関と連携し、役割を分

担して効率的に企業支援する。 

カ 実習研修、講習会、講演会等 

①総合食品学講座等を通じて、高度化する製造技術、品質・評価技術等に対応できる企業の技術

者の育成を支援する。 

②企業の研修生を受入れ、技術者のスキルアップや、社員教育を支援する。また、大学からのイ

ンターンシップを受け入れ、将来の技術者である学生に体験学習の機会を提供する。 

③静岡県食品技術研究会等の関連団体と連携し、最新の食品に関する話題や技術情報を講演会・

講習会等を通じて提供する。 

＜期待される効果＞ 

①県内食品産業の全国展開およびグローバル展開 

②固有技術やノウハウを有するオンリーワン食品加工企業・加工機械企業の創出 

③既存食品産業の活性化および新規食品産業の創出 

 



（３）食品技術分野 

 

 

 

 

取り組むべき技術・研究開発の体系 

安心・安全でおいしく、体に良い食品・素材開発 
フーズ・サイエンスヒルズの形成をめざして 

☆コア技術☆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加工技術、食品検査技術、物性測定技術、

成分分析技術、機能性評価技術 

高付加価値化食品と

素材の開発 
安全・安心でおいしく、
体に良い等の消費者ニ
ーズに対応した食品お

よび素材の開発 

６次産業化の推進 

地域特産物や地域固有技術
を活かした商品開発 

新食品加工 

プロセスの研究開発

異分野技術や先端技
術を導入した新規食
品加工プロセスや機

械の開発 

依頼試験・設備使用 
設備：ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ・開放
試験設備を使った試作 

分析：民間分析機関等と
の連携と役割分担 

相談・支援 
加工、物性、機能性等の
食品関係の相談に対応 

大学等のコーディネータと
連携 

実習研修・講習会等
総合食品学講座・研修生・イン

ターンシップ受入 

静岡県食品技術研究会等の講

習会・講演会 

食品製造企業、食品加工機械企業等 

【期待される効果】 

・県内食品産業の全国展開およびグローバル展開；Ⅰ-１-(１) 

・固有技術やノウハウを有するオンリーワン食品加工・加工機械企業の創出；Ⅰ-１-(１) 

・既存食品産業の活性化および新規食品産業の創出；Ⅱ-４-(５) 



（４）環境エネルギー技術分野 

ア 背景 

21世紀はそれまでの大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済を中心とした社会から、地球環境

に配慮した資源循環型社会への転換が求められる。そのため、本県では、「低炭素社会」や「循環

型社会」、「自然共生社会」の実現を目指している。また、経済情勢が停滞している中、環境保全

と経済発展の両立を図るという視点から､「ふじのくにEV・PHVタウン構想」など､新たな成長に

必要な環境技術や環境経営の普及を図る｢ふじのくにグリーン・イノベーション｣を推進し、環境

ビジネスの振興を図っている。 

環境ビジネスの市場は、日本全体で2000年には30兆円の実績があり、環境省の予測によると、

2020年には58兆円になり、雇用規模も1,236千人に達すると推測されている。 

イ 方針 

地球環境に配慮するものは、広い意味では環境ビジネスにつながるものである。例えば、本県

の中心産業である自動車産業であっても、既存の部品を改良し、省燃費が実現されれば、CO2の排

出量が削減される。そこで、地域の試験研究機関、大学、企業等と連携して、広い視野から環境

ビジネスの創出・育成を支援する。特に、震災以後、注目されている太陽光発電、燃料電池、バ

イオマス発電、あるいはこれらを二次電池と組み合わせたスマートグリッド等のエネルギー関連

の技術開発や応用について、国等の補助金を活用して取り組む。また、環境の汚染の検出・除去

や資源のリサイクルといった技術についても、更なる高度化、省エネルギー化を目指して、引き

続き取り組むものとする。 

ウ 重点研究 

①エネルギー・省エネルギー技術の応用・開発：エネルギー技術に関する技術開発や既存の機器

を組み合わせた省エネルギーシステムの有効性の検証等を行う。 

②高度環境浄化システムの開発：既存の環境浄化設備では対象とならない小規模な排水を高効率

で環境浄化できるシステムの研究開発を行う。 

③廃棄物のリサイクル技術の開発支援：廃棄物リサイクルを促進するため、廃棄物の基礎的な特

性等について調査やラボスケールでの実証試験を行い、企業の事業化を支援する。 

エ 相談・支援 

環境関係の技術開発は、技術範囲、規模とも大きいことから、県研究所、大学、支援機関等の

関係各機関と連携し、技術内容だけでなく、補助金の申請等を含めて指導する。 

①エネルギー関連の相談については、特に幅広い技術や人材が求められる事から、必要に応じて、

他機関の紹介等のコーディネートを行う。 

②環境浄化技術、廃水処理・廃棄物処理・脱臭や大気及び土壌の浄化において、これまでに培っ

てきた技術をベースに、高度化する処理技術の相談対応を強化する。 

③廃棄物の削減とリサイクル化を計画する企業の技術相談に応じ、リサイクル製品開発に向けて、

共同研究も含めて対応する。 

オ 依頼試験・設備使用 

環境負荷や廃棄物リサイクルに関する成分分析について、県内各地の民間分析機関等と連携し、

役割を分担して効率的に行い、企業を支援する。 

カ 実習研修、講習会、講演会等 

①企業の研修生を受入れ、技術者のスキルアップや、社員教育を支援する。また、大学からのイ

ンターンシップを受け入れ、将来の技術者である学生に体験学習の機会を提供する。 

②静岡県資源環境技術研究会とその他環境関連団体等及び中小企業成長基盤強化事業と連携した

講演会・講習会等の開催により技術情報を提供する。 

＜期待される効果＞ 

①県内企業の環境産業への進出と全国展開およびグローバル展開 

②エネルギー、省エネルギー、高度環境浄化システムによる環境負荷の低減 

③廃棄物リサイクルによる省資源化 



（４）環境エネルギー技術分野 

 

 
地球環境にやさしいものづくりをめざして 

取り組むべき技術・研究開発の体系 

☆コア技術☆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エネルギー技術、燃料電池技術、 

バイオマス利活用技術、排水処理技術、 

リサイクル技術、成分分析技術 

エネルギー技術、 

省エネルギー技術の 

応用・開発 

新エネルギーの開発 
省エネルギー技術の実証 

廃棄物のリサイクル 

技術の開発支援 

廃棄物の減量化・再使
用・再生利用を促進する

技術の開発・検証 

高度環境浄化 

システムの開発 

小規模排水設備 
高効率浄化技術 

依頼試験・設備使用

民間分析機関等との連携と

役割分担による効率化 

既存分析機器を活用した分

析 

相談・支援 
エネルギー、環境分析、汚濁除

去、資源リサイクル等の相談に

対応 

大学等のコーディネータと連携 

実習研修・講習会等

研修生・インターンシップ受入

静岡県資源環境技術研究会

等の講習会・講演会 

エネルギー関係企業、環境関連企業等 

【期待される効果】 

・県内企業の環境産業への進出と全国展開およびグローバル展開；Ⅰ-２-(１) 

・エネルギー、省エネルギー、高度環境浄化システムによる環境負荷の低減；Ⅱ-４-(５) 

・廃棄物リサイクルによる省資源化；Ⅱ-４-(５) 



（５）生活製品技術分野 

ア 背景 

日本は急速に高齢化が進んでおり、2010年の高齢化率（全人口に対する65歳以上の人口比率）

は23.1％で、2030年には31.8％、2050年には39.6％に達すると予測されている。こうしたこと

から、日常生活に関する製品においては、「誰にも使いやすいユニバーサルデザイン（ＵＤ）」へ

の配慮が必須になってくる。静岡県では早くからＵＤに注目して、公共施設等のＵＤ化等を進め

ている。工業技術研究所においても、県プロジェクト研究等を通じてＵＤ製品やそれを支援する

ツールの開発を行った。また、最近は「製品のＵＤへの配慮度合」を調べるユーザビリティ評価

への要望が多く寄せられている。 

静岡県の空調・住宅設備・建材・家具・寝具などの住宅関連製品は、2009年度の製造出荷額は

全国第１位、木製家具は同６位と高いレベルにある。しかしながら、少子高齢による市場の縮小

や安価な海外製品やオーダー家具等もあり、生産は下降気味であり、厳しい状況が続いている。

工業技術研究所では住宅用建材や家具のJIS試験等を通じて地域産業への支援を行っている。 

イ 方針 

県内の企業が高齢化社会の到来に対応してＵＤに配慮した製品、特に福祉機器の開発を推進で

きるように、共同研究、受託研究等により、技術開発の直接支援をする。大学や他の研究機関と

積極的に連携して、ユーザビリティ評価のためのツール開発等を行う。さらに、開発成果を研修

生への指導や直接指導により技術移転し、企業の高度人材育成を支援する。また、県民の健康増

進を目指したスポーツ関連製品の開発においても企業支援を行う。 

伝統の住宅関連製品は、引き続き JIS試験等の製品の性能試験、信頼性試験による側面支援を

行うとともに、ＵＤや環境に配慮した新たな製品開発について、共同研究等を通して技術支援す

る。 

ウ 重点研究 

①ＵＤ製品・福祉機器の評価技術開発：人間計測データの客観評価支援技術を開発し、製品等の

機能の実証等に活かす。 

②高齢者・障害者等の特性に配慮した生活製品の開発：高齢者向け支援機器を開発する。 

③ＵＤや環境に配慮した住宅関連製品の開発：ＵＤや環境を考慮した省エネルギー住宅関連技

術・製品、県産森林資源活用技術等を開発する。 

エ 相談・支援 

①生活製品のユーザビリティ評価については、実務に即した積極的な現場対応型支援を行う。 

②住宅関連製品については、既存のJIS試験等に加え、客観的な製品評価の手法等について、他

分野や大学、他の試験研究機関等と連携して、技術コーディネートも含めた相談に対応する。 

③大学や産業支援団体と連携して、工業及び商業デザインについての相談に対応する。 

オ 依頼試験・設備使用 

①家具性能試験、木材・建築材料に関する試験等について対応する。なお、県内民間検査機関等

と密接に連携し、役割を分担して効率的な企業支援にあたる。 

②デザイン関連機器により、製品の試作イメージ作成支援にあたる。 

③開放設備・機器については、ワークショップや研修の開催により設備利用の促進を図る。 

カ 実習研修、講習会、講演会等 

①企業の研修生を受入れ、ＵＤや人間工学に精通した技術者育成を支援する。また、大学からの

インターンシップを受け入れ、将来の技術者やデザイナーとなる学生に体験学習の機会を提供

する。 

②静岡県ＵＤ・工芸研究会やその他関連団体等と連携した講演会・講習会等の開催により技術情

報を提供する。 

＜期待される効果＞ 

①ＵＤ製品・福祉機器の客観・評価による高付加価値化、差別化の支援 

②福祉分野への新規参入の増加 

③地域産業の新製品開発、新分野への進出 



（５）生活製品技術分野 

 

 

 

 

取り組むべき技術・研究開発の体系 

人にやさしく、誰にでも使いやすい製品をめざして 

☆コア技術☆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ユーザビリティ評価技術、 

人間計測技術、住環境計測技術、 

木材利活用技術 

 

ＵＤ製品・福祉機器 

の評価技術開発 

人間計測データの客観評価
支援技術の開発、実証 

ＵＤや環境に配慮し 

た住宅関連製品の開発 

ＵＤや環境を考慮した

省エネルギー住宅関連

技術・製品、県産森林

資源活用技術等の開発

高齢者・障害者 

等の特性に配慮した生

活製品の開発 

高齢者向け支援機器の開発

依頼試験・設備使用 
 

家具性能試験、木材・建築

材料に関する試験等 

デザイン関連機器による
簡易試作 

相談・支援 
製品等のユーザビリティ評

価、家具の試験等、各種デザ

インに関する相談 

その他、他科や大学等と連携

して幅広く対応 

実習研修・講習会等

研修生・インターンシップ

受入 

静岡県ＵＤ・工芸研究会等
の講習会・講演会 

製品製造業、サービス業、建築資材関連企業等 

【期待される効果】 

・ＵＤ製品・福祉機器の客観評価による高付加価値化、差別化の支援；Ⅰ-２-(１) 

・福祉分野への新規参入の増加；Ⅰ-２-(１) 

・地域産業の新製品開発、新分野への進出；Ⅱ-４-(５) 



（６）光技術分野 

ア 背景 

光技術は、情報通信、医療・バイオ、環境エネルギー、産業機械などさまざまな産業分野に関

わり、地域経済への波及効果が大いに期待される。本県では静岡新産業集積クラスターを構築す

べく、県西部地域に光電子関連産業を集積する「フォトンバレープロジェクト」を推進している。

当地域においては、健康・医療器具の開発などを目指すはままつ次世代光･健康医療産業創出拠点、

最先端の光･電子技術を基盤として次世代技術や光エネルギー産業等の基幹産業化を図る浜松･東

三河ライフフォトニクスイノベーションなど、光技術に関連した産業クラスターの形成を産学官

が連携して積極的に推進している。 

イ 方針 

輸送機械産業、電子機器産業など既存産業の高度化や医療機器、農業分野など異分野への応用

展開、さらにオプトロニクス新産業の育成に必要なコア技術として光計測技術、光制御技術、各

種レーザー機器操作技術を位置づけ、レーザー加工技術、イメージング技術、次世代照明技術、

光学検査技術に関する研究を推進する。また、これらのコア技術と研究成果を基盤として、技術

相談や企業の新製品開発を支援する。さらに、大学と連携し、「レーザープロセッシング人材育成

事業」へも積極的に参画し、中小企業のレーザー技術者育成、地域における光産業の集積・活性

化を支援する。 

ウ 重点研究 

①レーザー加工技術の開発 

高出力･高密度レーザーを利用したレーザー加工研究により、微細加工、非熱加工、機能性付与

加工などの特殊加工技術を開発し、新製品開発を支援する。さらに、既存技術分野へのレーザ

ー応用研究により生産性の向上、品質向上を図り、地域産業の競争力強化に貢献する。 

②イメージング技術の開発 

観察対象物の情報を高速で精確に画像化・視覚化することのできるイメージング技術を開発し、

製造工程における加工状況のリアルタイム観察や品質管理における目視検査の自動化などに応

用して生産性向上に寄与する。 

③光学検査技術の開発 

光学的性質（偏光、屈折、波面変化、位相差、波長変化など）を利用して、目視では検出でき

ない不具合の検知や寸法、量、材質などの分析・評価を可能とする技術を開発し、製品品質や

歩留まりの向上に寄与する。 

④新製品開発支援 

今後の利用促進が予想されるLED、半導体レーザー、有機ELを利用した次世代照明技術の開発

や新製品開発の支援研究、これまでに蓄積されたコア技術を応用した新技術の開発研究に対応

する。 

エ 相談・支援 

①パルスレーザー、半導体レーザー、ファイバーレーザー、CO2レーザーを利用したレーザー加工

技術に関する相談に対応する。 

②イメージング技術、光学検査技術、次世代照明技術に関する相談に対応する。 

③輝度、照度、波長などの光学計測、および光学全般の技術相談に対応する。 

オ 依頼試験・設備使用 

①所有光学測定機器を活用し、依頼試験や設備使用に対応する。 

②照明に関する計測・制御技術と機器についても整備を図り、対応を進めていく。 

カ 実習研修、講習会、講演会等 

「産学連携人材育成事業」等への講師派遣、レーザー実習を担当して、人材育成を支援する。 

＜期待される効果＞ 

①光産業の集積による地域経済の活性化 

②既存技術と光技術のシナジー効果による既存産業の競争力強化及び新成長分野への参入の促進 

③ものづくりの中核を担う高度産業人材の育成 



（６）光技術分野 
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連企業、医療 バイオ関連企業、環境 エネルギー関連企業

【期待される効果】 

・光関連産業の集積による地域経済の活性化；Ⅰ-１-(１) 

・既存産業の競争力強化及び新成長分野への参入促進；Ⅰ-２-(１) 

・ものづくりの中核を担う高度産業人材の育成；Ⅰ-１-(２) 
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（７）材料技術分野 

ア 背景 

本県は輸送機械、電気機械、化学工業などものづくり産業が盛んで活力も高い。これら工業製

品は金属、プラスチックス、セラミックス、複合材料などで構成されており、製品の機能・性能

などを支えている。業界では経済のグローバル化によって厳しい競争にさらされており、更なる

コスト低減、高品質化、高付加価値化のため、新たな技術開発が求められている。最近ではこれ

に環境技術、効率的な人材育成なども必要になってきている。一方、広範囲にわたる材料分野を

研究所で網羅することは難しく、県内企業のニーズの高い材料に軸足をおいた支援が必要になっ

てきている。 

イ 方針 

本県におけるものづくり産業が技術力を高めていくために、微細構造の観察や素材成分の分析

（観察・分析技術）と素材の強度、耐環境性、化学的特性、物理特性などの評価（物性評価技術）

を工業技術研究所のコア技術と位置づけ、新たな産業分野の核となる材料技術、新たな産業集積

を促進する材料技術、資源・エネルギーの消費や廃棄物の少ない製造技術の研究開発を進める。

また、地域産業界の要望や行政ニーズ、他分野との連携が必要な案件など、それぞれの要求に対

応した材料技術の研究･開発を進める。研究だけでなく企業からの相談、依頼試験・設備使用も同

様に重要な業務であることを認識し、産学官の連携を強化して支援を行っていく。 

ウ 重点研究 

①高機能素材の製造･応用技術の開発 

高品質、高機能、高付加価値などの面で特徴をもった高機能素材（薄膜、ファイバー、繊維複

合材など）の製造技術や応用技術を開発する。 

②新たな高機能素材の開発 

工業用原材料として価値が高い優れた機能（触媒機能、電子機能、光学機能など）を有する素

材を、探索、設計、あるいは既存の素材から改良し、新たな高機能素材を開発する。 

③素材活用基盤技術の強化 

現象の科学的解明、技術･技能のデータベース化、分析･評価手法の確立、既存加工技術の高度

化など、高度な素材活用技術の基盤となる技術の開発を行う。 

④新製品や新技術の開発支援 

材料分野のコア技術（表面処理技術、素材複合化技術、観察･分析技術、物性評価技術）を活用

し、企業ニーズに合致した新製品・新技術の研究開発を行う。 

エ 相談・支援 

①各種材料の品質や設計・製造プロセスの高度化及び繊維・新素材の活用等に関する相談に対応

する。 

②各種材料に対し幅広い観点からの支援（外部機関との連携によるワンストップサービスの充実、

産学官コーディネータとの連携による問題解決等）を行う。 

オ 依頼試験・設備使用 

①定性及び定量分析、表面観察などにより製品の高品質・高付加価値化を支援する。 

②破壊試験、非破壊試験などによる製品の性能検査を行う。 

③実製品による確認試験を行う。 

カ 実習研修、講習会、講演会等 

材料技術関連のセミナーや研修会を開催し、人材育成を支援する。 

＜期待される効果＞ 

①革新的な材料技術の開発による医療･福祉機器、航空宇宙、環境産業などの成長産業分野の形成

と集積化 

②ものづくり技術力の向上による開発型地域産業の創成 

③既存産業における製造プロセスの安定化と製品品質向上による地域産業の活性化 



（７）材料技術分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

取り組むべき技術・研究開発の体系 

新たな産業分野の核となる材料技術の研究開発 

☆コア技術☆ 
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【期待される効果】 

・革新的な材料技術の開発による成長産業分野の形成と集積化；Ⅰ-２-(１)

・ものづくり技術力の向上による開発型地域産業の創成；Ⅰ-２-(２) 

・製造プロセスの安定化、品質向上による競争力の強化；Ⅱ-４-(５) 

新製品や新技

術の開発支援
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（８）機械技術分野 

ア 背景 

本県には、輸送用機器や電気機器、化学、食品・飲料などの様々な産業集積を背景に、関連部

品の下請け企業や生産設備メーカーなど多数の機械関連企業が立地し、県内のものづくり産業を

支えている。しかし、昨今の円高等による現地生産や海外調達の進展など、厳しい国際競争の中

で、これらの産業が今後も活力を維持していくためには、機能・品質・コスト・納期などの面で

絶え間ないイノベーションを進めていくことが求められている。また、経済変動の影響を受けに

くいバランスのとれた産業構造にするため、既存産業の成長分野への進出が望まれている。 

イ 方針 

新たな産業の核となる革新的な機械技術や新時代の製品製造技術の創出と、医療・福祉機器、

ロボット、航空宇宙、光技術などの成長分野への地域企業の進出を支援するため、シミュレーシ

ョン技術やメカトロ技術等を駆使した新しい機器やシステムの開発、従来手法の低コスト化・高

性能化・安全対策などに取り組む。また、人に対して負担の少ない機器や設備の構築を推進する

とともに、地域産業界からの要望や行政ニーズ、他分野との連携が必要な案件など、各要求に対

応した機械技術分野の研究･開発を進め、企業がより高い付加価値の製品を開発するための支援を

行う。このため、これまで以上に企業や大学などとの連携強化を図り、研究開発や技術の普及・

啓発、人材育成を行っていく。 

ウ 重点研究 

①設計･解析技術の高度化 

CAD/CAM/CAE を核としたデジタル設計技術、シミュレーション技術（光環境・生体力学・人間

計測）等の高度化を進め、製品開発期間の短縮、開発コストの削減、製品の高付加価値化など

を目指す。 

②生産・加工技術の高度化 

難加工材や新しい材料などの生産・加工技術やメカトロ技術を応用した自動化技術、精密・微

細加工技術等に関する研究開発を行う。 

③製品の品質・信頼性評価技術の高度化 

精密測定や振動計測等による製品の品質・信頼性向上等に取り組み、信頼性・安全性に配慮し

た製品開発を支援する。 

エ 相談・支援 

①コンピュータ援用設計・解析、計測･精密測定、振動解析技術、光環境シミュレーション、加工

技術、メカトロ技術、品質工学等に関する相談・支援を行う。 

②その他、機械技術全般の相談・支援を行う。 

オ 依頼試験・設備使用 

①三次元測定機・真円度測定機・表面粗さ形状測定機などによる精密測定を行う。 

②コンピュータ･シミュレーションなどによる部品や製品の設計支援を行う。 

③振動解析他、中小企業の要望に対応して支援を行う。 

カ 実習研修、講習会、講演会等 

地域の技術研究会と連携した講習会・研修会の開催や研修生の受入など、地域企業の技術者育

成に貢献する。 

＜期待される効果＞ 

①高付加価値製品やオンリーワン技術を持つ地域企業の増加 

②成長分野への地域企業の進出 

③地域産業界の活性化と生産性の向上 



（８）機械技術分野 
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【期待される効果】 

・高付加価値製品やオンリーワン技術を持つ中小企業の増加；Ⅰ-２-(２) 

・成長分野への地域企業の進出；Ⅰ-２-(１) 

・地域産業界の活性化と生産性の向上；Ⅱ-４-(５) 

計測・精密測定、機械加工、 
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（９）電子技術分野 

ア 背景 

 静岡県の電気・精密機械業界では大手セットメーカーなどの主力工場を中心として、関連の中

小電気･電子部品メーカーなどが多数集結している。また、当県は自動車産業の一大集積地であり、

小型モーターや電球、制御装置などの自動車関連機器の生産シェアも高く、全国に向けて供給さ

れている。これらの製造業では、品質や機能性で優れているだけでなく製品の安全性・信頼性に

対する要求が高まっている。さらに、情報通信技術（ICT）、計測･センシング技術、人工現実感（Ｖ

Ｒ）技術などを活用したインターネットやネットワークの利用も求められている。 

イ 方針 

 医療・福祉機器、ロボット、航空宇宙、光技術関連など、成長分野への地域企業の進出を支援

するとともに、コンテンツ産業、デザイン産業、ICT 産業の振興、および地場産業の振興などを

実現するため、地域の特性を活かして企業や大学などと連携を図りながら新規技術を開発する。 

ウ 重点研究 

①情報通信技術の活用による省力化・利便性向上技術の開発 

遠隔監視･制御などのネットワーク利用技術を、工業製品の製造プロセスや安全性や信頼性の

評価プロセス、あるいは医療・福祉施設などに効果的に導入するための研究開発を行う。 

②計測･センシング技術の開発とその応用 

音、におい、光、人体などを検知・計測する技術や検知・計測結果を基に対象物の性質や変化

を推論し、適切な対応を導き出す手助けとなるようなシステムに関する研究開発を行う。 

③人工現実感技術の開発とその応用 

現実世界をコンピュータ内部に構築して様々な模擬体験を実施することができるＶＲに関す

る技術を開発し、リハビリテーション支援などへ応用展開を図る。 

④製品の安全性･信頼性の評価技術の開発 

電磁波ノイズを発生しにくく、また電磁波ノイズの影響を受けにくい電子製品を効率よく設

計･製作するため、これらの特性を的確に評価する技術に関する研究開発を行う。 

エ 相談・支援 

①遠隔監視・制御技術、ネットワーク利用技術、ＶＲ技術、画像処理技術などの相談に対応する。 

②音響評価技術、におい評価技術、電磁環境技術、安全性・信頼性評価技術の相談に対応する。 

③その他、電子技術全般の相談に対応する。 

オ 依頼試験・設備使用 

①電磁波、振動、騒音、熱衝撃、温度変化、静電気、電圧などの計測、及びこれらに対する製品

の安全性や信頼性の評価を行う。 

②その他、中小企業等の要望に対応して、電子分野における依頼試験・設備使用を行う。 

カ 実習研修、講習会、講演会等 

  研究や相談・支援、依頼試験・設備使用の技術領域に応じた実習・研修会、講習会等を開催す

る。 

＜期待される効果＞ 

①製造業およびコンテンツ産業における生産性の向上 

②医療・福祉分野などへの応用範囲の拡大 

③安全で信頼できる快適な社会作りに貢献 

 



（９）電子技術分野 

 

 

 

 

取り組むべき技術・研究開発の体系 

地域の特性を活かし、産学と連携して新規技術を開発 

☆コア技術☆ 

遠隔監視･制御、音響評価、 

におい計測、人体検知･計測、 

電磁環境計測･評価、 

画像認識 

 

製品の安全性や

信頼性の評価 

 

計測･センシング

技術の開発と応用

相談・支援 

遠隔監視・制御、ネット

ワーク利用、人工現実感、

画像処理など 

依頼試験・設備使用

電磁波、振動、騒音、熱

衝撃、温度、静電気、高

電圧など 

実習研修・講習会等

研究開発、相談・支援、

試験方法、機器設備など

 

電子機器製造業、輸送機器製造業、医療機器製造業 

情報機器製造業 

【期待される効果】 

・製造業およびコンテンツ産業における生産性の向上；Ⅰ-２-(４) 

・医療・福祉分野などへの応用範囲の拡大；Ⅰ-２-(１) 

・安全で信頼できる快適な社会作りに貢献；Ⅰ-２-(２) 

人工現実感技術 

の開発と応用 

情報通信技術 

（ＩＣＴ)の活用 
ネットワーク利用技術 

遠隔監視･制御技術 

医療・福祉分野等への展開 
 

リハビリテーション、快適生

活空間の構築等への応用 

電磁波ノイズ、静電気等へ

の耐性、他製品への影響

評価 

音、におい、光、人体等 

対象物の性質･変化推論 



（10）ものづくり支援横断分野 

ア 背景 

産業界を取り巻く環境は厳しく、海外の安価な労働力に対抗して従来の大量生産方式のものづ

くりを国内で継続することは困難になってきている。地域の製造業が生き残るには、常に技術革

新に挑戦し続けるとともに、研究開発から事業化までの成功事例を増やすことが求められている。

こうした中、県では静岡県産業成長戦略会議を設置し、官民一体となって本県産業の成長戦略を

検討している。 

これまでも県では、地域中小企業の新成長分野への参入を支援しており、静岡県産業振興財団

等の支援機関（以下、産業支援機関）が「研究開発助成」や「販路開拓指導」、「経営指導」など

の事業を行っているが、複数の機関による細切れの支援になりがちであった。 

イ 方針 

従来の「技術支援」から一歩踏み出して、産業支援機関や大学などとすき間を埋めるように連

携を図る。従来に無い製品やサービス等一流のものづくり・ものづかいを志す企業の新たな成長

分野への参入を促進するため、市場調査、製品やサービスの企画、デジタルものづくりに対応し

た試作・開発、販路開拓などを一体的に支援し、事業化・製品化に結びつける。 

ウ 重点取組 

(1) ものづくり総合支援体制の整備 

産業支援機関等と連携し、市場調査から開発、販売に至る全てのステージに対応した総合支

援体制を整備する。商工会議所、商工会、中小企業団体中央会、静岡県産業振興財団、大学、

県市町、広域首都圏輸出製品技術支援センター（ＭＴＥＰ）、経営・販路コーディネータ等との

連携、農商工連携、医工連携の推進等を通じて、より充実したものづくり・ものづかい支援を

行う。 

 (2) 分野横断的な支援 

下記の取組を通じ、分野横断的な技術支援を行う。 

①ものづくりチームによる総合サポート 

   将来有望な共同研究開発案件に関して、入口から出口まで技術分野をまたいで総合的なサポー

トを行う。 

②「ものづくり産業支援窓口」を活用した企業支援 

   産業支援機関等と連携しながら、研究員が直接企業に出向く出張相談により、技術課題の掘り

起こし、経営革新計画や研究開発助成企業のフォローアップを行う。また、企業の新たな展開

をサポートする「ものづくり基盤技術の高度化」や「製品の国際競争力強化」支援の情報提供

を行う。 

③ものづくり実習会・講習会の開催 

デジタルものづくり等に必要な技術やノウハウ等を支援するための実習会・講習会を開催する。 

④ものづくり情報の提供 

国内外の情勢、規格、規制等に関する情報を講演会や講習会、お知らせなどの形で提供する。 

＜期待される効果＞ 

①成長分野への地域企業の進出を支援 

②起業、第二創業の環境整備 

③高度産業人材の育成、ものづくりに必要な技術伝承 



（10）ものづくり支援横断分野 
 

 

 

 

 

 
 

取り組むべき支援の体系 

県内機関と連携して総合的に「ものづくり」を支援 

☆コア資源☆ 

研究者、技術コーディネータ 

試験研究機器・施設、規格書 

産学官金連携体勢 

外部研究員 

 分野横断的な支援

 

他機関との連携 

商工会議所、商工会、中央会、産業振興財団、大

学、県市町、MTEP、経営・販路コーディネータと

の連携、農商工連携、医工連携などの推進 

【期待される効果】 

・成長分野への地域企業の進出を支援；Ⅰ-２-(１) 

・起業・第二創業の環境整備；Ⅰ-２-(３) 

・高度産業人材の育成；Ⅰ-１-(２) 

一流のものづくり・ものづかいを目指す県内中小企業 

共同研究コーディネート、

産業支援機関との連携支

援、情報提供 

ものづくり 

総合支援体制整備 

市場調査から開発、 

販売に至る全ての 

ステージに対応 
 

ものづくり実習・講習

デジタルものづくり技術 

ノウハウ、技術継承 

規格、規制等 

ものづくり人材育成 

ものづくり情報提供 

国内外の情勢、規格、規制

等に関する情報を提供 

ものづくり産業 

支援窓口 

産業支援機関との連携対応 

出張現地相談対応 



平成２９年度 工業技術研究所（本所） 試験研究課題一覧 
(平成 29年 4月 3日現在) 

≪技術分野≫       ≪ 研 究 課 題 ≫ 
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      
 

 

 

1 (新)溶浸法による複合材料の開発(29-30) 〈共〉 

2 (新) 熱溶融型溶着工程の不良原因の解明と工程管理の高度化(29-30) 〈共〉 

 

 

 

3 [成]次世代照明用部品の総合開発・評価に関する研究(27-29) 〈共〉 

4 マットレス設計における身体部分質量推定手法の確立(28-29) 〈共〉 

 

 

 

5 オーディオスピーカの研究開発(28-30) 〈共〉 

6 (新) ビッグデータ分析技術に関する研究-農業関連データの活用法検討-（29）〈共〉 

 

 

 

[7] [成] 食の都しずおかの微生物を用いた新しい発酵食品ビジネスの創出(27-29) 〈共〉 

[8] [成] 健康長寿静岡の新たな機能性食品産業の創出(28-30)〈共〉 

9 静岡県産釜揚げシラスのためのパイロットスケール殺菌装置の開発(28-29) 〈受〉〈共〉 

10 静岡型健康長寿モデル構築のためのレシピ及び高機能型食品開発（28-31) 〈共〉 

11 (新) ＣＴＣ製法を利用した食品・飲料原料用に特化した緑茶の開発（29)〈受〉〈共〉 

 

 

 

12 農林業のニーズに応える小型・低コストバイオマスガス化発電システムの開発(28-30) 〈助〉〈共〉 

13 (新)静岡版メタン発酵プラントによる食品バイオマスのエネルギー利用(29-31) 〈共〉 

14 (新)廃石膏ボードの石膏を利用したリン回収システムの研究開発(29-30) 〈共〉 

 

 

 

15 簡易筋負担計の開発－製品開発現場での利用に向けて－ (26-29) 〈助〉 

16 食品加工バンドソー用の安全強化グローブの開発(28-29) 〈共〉 

17 冷涼感を有する県産の香り探索と新規アロマ製品の開発(26-29) 〈助〉 

(18) [成]セルロースナノファイバーによる地域産業の活性化（28-30） 

19  (新)白金担持セルロースナノファイバーの炭素化による新規な高機能触媒の開発（29-30）〈受〉 

〈共〉 

  

 

 

 

食品 

    ［５課題］ 

環境エネルギー 

［３課題］ 

材料        ［２課題］ 

生活製品（ＵＤ・工芸） 

［５課題］ 

電子 

       ［２課題］ 

 (新)：新規課題、[成]：新成長戦略研究、〈委〉：国庫委託、〈助〉：国庫補助、

〈交〉：国庫交付金、〈受〉：受託事業、〈共〉：共同研究 

 

     

機械 

［２課題］ 



平成２９年度 工業技術研究所（沼津工業技術支援センター） 試験研究課題一覧 
(平成 29年 4月 3日現在) 

≪技術分野≫       ≪ 研 究 課 題 ≫ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

1 [成] 食の都しずおかの微生物を用いた新しい発酵食品ビジネスの創出(27-29) 〈共〉 

2 微生物利用土壌改良材の評価に応用できる微生物群集解析方法の構築(28-29) 〈共〉 

3 (新)有用遺伝子同定手法の開発とその応用 (29)〈共〉 

 

4 金属工作機械の伸縮式カバーに用いるワイパー選択条件の標準化(28-29) 〈共〉 

5 骨端用プレートの高品質・低コスト成形加工技術の開発(28-30) 〈助〉〈共〉 

 

 

 

 

(平成 29年 4月 3日現在) 

≪ 研 究 課 題 ≫ 

1 [成] セルロースナノファイバーによる地域産業の活性化(28-30) 〈共〉 

2 (新) 水に解けないトイレットペーパーの原因追及と対策(29-30) 

 

 

3 見守りシステムの応用展開に関する研究(28-29) 〈共〉 

 

4 (新) [成]異種材料接合のための新型プラズマ照射装置の開発 (29-31)〈共〉 

 

 

 

 

(平成 29年 4月 3日現在) 

≪ 研 究 課 題 ≫ 

1 透明体内部の屈折率分布可視化に関する研究(27-29) 

2 (新)レーザーを用いた樹脂材料への染色技術の産業応用(29-31)〈共〉 

3 (新)医療器具関連のレーザー加工装置の開発(29-31)〈共〉 

4 (新)マイクロチップレーザーのユーザビリティー評価(29-30) 〈委〉 

 

5 電波識別技術を応用した携帯電話通話検知装置の実用化(28-29) 〈共〉 

 

 

6 半溶融成形法による高放熱性ヒートシンクの開発(26-29) 〈受〉〈共〉 

7 (新) [成]次世代自動車の軽量化に貢献する３Ｄ熱変形計測・評価技術の開発(29-31)       

 

 

8 バイオマス由来活性炭を用いた電気二重層キャパシタの量産化(26-29) 〈助〉 

9 (新)電鋳技術による多孔質構造体の作製(29-31) 〈共〉 

10 (新)複合的・多角的アプローチによる金属腐食生成物の解析(29-30) 

 

11 低環境負荷の注染用防染糊の開発(28-29) 〈共〉 

バイオ 

     ［３課題］

機械 

［２課題］

製紙 

    ［２課題］

機械 

     ［１課題］

光 

     ［４課題］

電子   

 ［１課題］

機械 

［２課題］

材料       

  ［３課題］

平成２９年度 工業技術研究所（富士工業技術支援センター） 試験研究課題一覧 

平成２９年度 工業技術研究所（浜松工業技術支援センター） 試験研究課題一覧 

 (新)：新規課題、[成]：新成長戦略研究、〈委〉：国庫委託、〈助〉：国庫補助、

〈交〉：国庫交付金、〈受〉：受託事業、〈共〉：共同研究 

繊維高分子材料 

［１課題］

電子 

     ［１課題］



４ 平成２９年度試験研究課題数 

（１）機関別課題数 

工業技術研究所 
 

本所 沼津工技支 富士工技支 浜松工技支 
工業技術 

研究所全体

研究テーマ数 19(１）［２］  ５    ４   11   39［２］

うち共同研究数 16  ［２］  ５    ３    ６    30［２］

 
（２）研究分野別課題数 

工業技術研究所  
 技術分野 

本所 沼津工技支 富士工技支 浜松工技支 
合計 

バイオ  ３    ３  
（内新規） １    １    

製紙 ２    ２      

（内新規） １     １        
食品 ５[２]  ５[２] 
（内新規） １     １    

環境エネルギー ３     ３    

（内新規） ２     ２    

生活製品（ＵＤ・工芸） ５(１)<３>  ５(１)<３>

（内新規） １      １    

光 ４    ４    

（内新規） ３    ３    

材料（繊維高分子含む） ２ ４     ６    

（内新規） ２ ２    ４    

機械 ２  <２> ２   １   ２    ７  <２>

（内新規）    １   １    ２    

電子 ２ １   １    ４    

（内新規） １  １    

合計 
19(１) 

[２]<５> 

５   ４   11    

 

 37（１） 

［２］<５> 

（内新規）  ７    １   ２   ６    16   

 
※ 平成２９年度新成長戦略研究課題数（内数） 

工業技術研究所  
 技術分野 

本所 沼津工技支 富士工技支 浜松工技支 
工業技術 

研究所全体

新成長戦略研究 ４（１）〔２〕 １    ２   １    ７〔２〕 

（内新規） １   １    ２    

前年度課題数 ６（１）〔３〕 １    １   １    ７〔３〕 

（内新規） ２（１）〔１〕 １    ２〔１〕 

注 1）（）は、1 つの研究課題を本所及び技術支援センター共同で実施している場合の連携機関としての研究課題数で、内数で記載。  
注 2）〔〕は、1つの研究課題を複数の研究所間で実施している場合の連携機関としての研究課題数で、内数で記載。  
注 3）<>内は、ものづくり支援の対象として選抜された研究課題数で、内数で記載。 



５ 平成２９年度試験研究課題 

(１)工業技術研究所                                                             工業技術研究所    No.1 

科/スタッフ名 研究課題名 研究期間 課 題 内 容 説 明 担 当 実施区分 要望元 予算区分 

金属材料科 １ 溶浸法による

複合材料の開発

<新><共> 

H29-30 2020年に向けた国が目標とする約20％の自動車の燃費基準の改善

には、車体重量の20～40%削減が必要となる。アルミニウム化やCFRP

の利用のほか、各種材料の複合化技術も今後の軽量化に向けて有効

と考えられる。本研究では、炭素繊維とアルミニウムの複合化や鉄

鋼材とマグネシウムの複合化など複合材料を作製する技術開発を行

うことで、軽量・高強度素材の開発を目指す。 

増井裕久 

松下五樹 

共同研究 

(民間1社) 

 

県内材料

メーカー 

県単 

化学材料科 ２ 熱溶融型溶着

工程の不良原因

の解明と工程管

理の高度化 

<新><共>  

H29-30 ホットメルト接着剤は、塗布装置で加熱・溶融させて被着体に塗

布するため、大量生産に向いており包装用部材や紙おむつ等の幅広

い分野で使用されている。製造現場では、一旦、接着不良等のトラ

ブルが発生すると発生原因の特定が難しく、不良品対策に苦慮して

いる。本研究では、各製造工程内での接着剤の劣化度や接着強度の

分析、及び塗布状態を評価することにより、接着トラブルの原因を

解明する。また、接着トラブルの発生を予測や回避するために各種

センサーを活用して製造工程の高度化を図る。 

渥美博安 

本間信行 

菅野尚子 

田村克浩 

 

共同研究 

(民間1社) 

包装用部

材製造業

界 

県単 

機械科（ものづ

くり支援） 

３ 次世代照明用

部品の総合開

発・評価に関す

る研究<共> 

H27-29  県内企業の次世代ヘッドランプ用樹脂光学部品市場への参入と、

樹脂光学部品産業の集積化を最終目的とし、次世代樹脂光学部品と

それを組み合わせた照明モジュールに要求される設計・製造・評価

技術を確立する。 

鈴木敬明 

真野 毅 

船井 孝 

志智 亘 

豊田敏裕 

柳原 亘 

共同研究 

(民間１社） 

 

新産業集

積課 

県単 

(新成長) 

機械科（ものづ

くり支援） 

４ マットレス設

計における身体

部分質量推定手

法の確立<共> 

H28-29 体圧分布測定システムを活用し、マットレス使用予定者ごとの人

体各部の質量を簡易的に推定する技術を確立し、マットレスのオー

ダーメイド設計に必要な上胴、下胴の質量比を推定する手法を確立

する。推定手法は、県内企業のオーダーメイドマットレスの開発に

利用する。 

船井孝 

鈴木敬明 

共同研究 

(民間１社、理化

学研究所） 

 

県内企業 県単 

<新>：新規課題  <助>：国庫補助   <委>：国庫委託  <交>：国庫交付金  <受>：受託  <共>：共同研究 



 

   工業技術研究所   No.2  

科/スタッフ名 研究課題名 研究期間 課 題 内 容 説 明 担 当 実施区分 要望元 予算区分 

電子科 ５ オーディオス

ピーカの研究開

発<共> 

H28-30  近年、ハイレゾやアナログレコードのブームから、原音を高い解

像度で忠実に再現できるスピーカへのニーズが高まっている。スピ

ーカの吸音材料としては長年、既製の吸音材料が経験的に使われて

きたが、吸音材料の性能がスピーカ音色に影響することから、吸音

材料の検討について要望があった。そこで、次期高級オーディオス

ピーカの開発にあたり、新たな吸音材料の開発とスピーカ音色の研

究を行ない、県内企業の製品開発を支援する。 

木野直樹 

長谷川和宏

共同研究 

(民間２社) 

協力 

(民間１社） 

音響関連

企業 

県単 

電子科 ６ ビッグデータ

分析技術に関す

る研究   

 -農業関連デー

タの活用法検討

-<新><共> 

H29  ビッグデータは多量性、多様性、リアルタイム性の特長を持つデ

ータ群であり、日々膨大な量が蓄積されている。IoTの普及により、

ビッグデータ分析は必須の技術となった。本研究では、県立大学と

の共同研究によって、近年の ICT 化の普及で膨大なデータが生み出

され、そのデータの利活用が求められている農業分野に焦点を当て、

ビッグデータ分析技術の蓄積、活用法の検討を行う。 

岩崎清斗 

望月建治 

共同研究 

(静岡県立大学)

静岡県立

大学 

県単 

食品科 

 

７ 食の都しずお

かの微生物を用

いた新しい発酵

食品ビジネスの

創出<共> 

H27-29 本県には多くの有用微生物が存在する可能性は高いが、本県独自

の有用微生物を活用した商品は限定的で商品化事例は少ない。そこ

で、幅広い産業での有用微生物の有効利用に資するため、特性や利

用法を明示した本県ならではの微生物ライブラリーを構築するとと

もに、ライブラリー化する有用微生物を活用した新規発酵食品とそ

の製造技術の開発を行う。 

袴田雅俊 

松野正幸 

油上 保 

 

共同研究 

(民間１社) 

 

 

 

研究開発

課 

県単 

(新成長) 

 

 

 

所間連携 

食品科 

 

８  健康長寿静岡

の新たな機能性

食品産業の創出

<共> 

H28-30 本県の主要農林水産物の機能性、生産状況等に関する情報を蓄積

したﾃﾞｰﾀｰﾍﾞｰｽを作成し、機能性食品開発の礎とする。また、県固有

の在来作物等から機能性の高い品目を発掘し、その機能性を評価す

るなどﾃﾞｰﾀｰﾍﾞｰｽ化を推進する。更に、高級茶葉、柑橘類(β-ｸﾘﾌﾟﾄｷ

ｻﾝﾁﾝ等)に含まれる機能性成分を活用し、成分増強等の技術開発を行

うとともに機能性表示食品制度を活用した新商品開発を目指す。 

松野正幸 

淺沼俊倫 

油上 保 

共同研究 

(民間２社) 

 

 

 

研究開発

課 

県単 

(新成長) 

 

 

 

所間連携 

<新>：新規課題  <助>：国庫補助   <委>：国庫委託  <交>：国庫交付金  <受>：受託  <共>：共同研究 
 



 

   工業技術研究所   No.3  

科/スタッフ名 研究課題名 研究期間 課 題 内 容 説 明 担 当 実施区分 要望元 予算区分 

食品科 

 

 

９  静岡県産釜揚

げシラスのため

のパイロットス

ケール殺菌装置

の開発 

<受><共> 

H28-29 本県特産の釜揚げシラスの消費拡大のため、おいしさを損なうこ

となく長期保存可能な新規殺菌方法を考案した。しかし、数ヶ月を

想定した長期チルド保存中の低温細菌の挙動は明らかでなく、装置

のスケールアップ時の影響も未解明である。そこで、新規殺菌方法

の安全性検証及びスケールアップ時の影響評価、実用規模装置の設

計・作製を行うとともに、同装置で加工した釜揚げシラスの長期保

存時の品質評価を行う。 

渡瀬隆也 

三宅健司 

袴田雅俊 

油上 保 

共同研究 

(民間１社) 

協力 

(東京工業大学、

静岡県立大学）

県内企業 外部資金 

（財団） 

食品科 

 

 

10 静岡型健康長

寿モデル構築の

ためのレシピ及

び高機能型食品

開発<共>  

H28-31 生活習慣病の中でも特に健康寿命に影響する運動器症候群（ロコ

モ）に焦点をあて、運動と組み合わせてロコモ予防に役立つ加工食

品の開発を行うとともに、静岡型健康長寿レシピの普及とブランド

化を図る。具体的には、カルシウム吸収を促進する成分等を含む新

規発酵調味料を活用し、筋力維持や骨形成を助ける成分を含んだ新

しい加工食品の開発を目指す。 

渡瀬隆也 

三宅健司 

油上 保 

共同研究 

(静岡県立大学、

民間1社） 

農業戦略

課、長寿政

策課、静岡

県立大学 

 

県単 

 

食品科 

 

 

11  ＣＴＣ製法を

利用した食品・

飲料原料用に特

化した緑茶の開

発 

<新><受><共> 

H29 ペットボトル用や茶エキスパウダー、インスタントティー等の食

品及び飲料加工用の緑茶原料へのニーズは高まっているが、従来か

らの製造方法では、煎茶の場合と同様な製造工程を経てパウダー化

されるため、工程が煩雑で製造コストも高く、商品価格は高価であ

る。そこで CTC 製法導入による新規加工方法開発や流通形態の改良

等によって、食品・飲料加工用に特化し、低価格化を図った緑茶原

材料を開発する。 

淺沼俊倫 

三宅健司 

油上 保 

共同研究 

(民間１社) 

協力 

(静岡県立大学、

民間1社） 

県内企業 外部資金 

（財団） 

環境科 12  農林業のニー

ズに応える小

型・低コストバ

イオマスガス化

発電システムの

開発<助><共> 

H28-30 木質系バイオマスや籾殻などの農業残渣を原料とする「小規模・

低コストバイオマスガス化発電システム」を開発する。本システム

では、構造体触媒を用いることで炭素の析出を抑制しながらタール

を効率的かつ連続的に水素へ改質する。また、パドル式ガス化炉の

採用により、ガス化の高速化、及び多種バイオマスの活用を目指し、

200kWの屋外仕様発電ユニットを事業化する。 

岡本哲志 

杉本芳邦 

共同研究 

(民間１社） 

協力 

(静岡大学） 

農業用機

械メーカ

ー 

外部資金 

（国）戦略

的基盤技術

高度化支援

事業 

<新>：新規課題  <助>：国庫補助   <委>：国庫委託  <交>：国庫交付金  <受>：受託  <共>：共同研究 



 

   工業技術研究所   No.4  

科/スタッフ名 研究課題名 研究期間 課 題 内 容 説 明 担 当 実施区分 要望元 予算区分 

環境科 13  静岡版メタン

発酵プラントに

よる食品バイオ

マスのエネルギ

ー利用 

<新><共> 

H29-31  食品リサイクル法でリサイクルが義務化されている食品廃棄物に

ついて、これまでに開発したメタン発酵パイロットプラントを県内

の代表的な食品廃棄物排出業種で実証化試験し問題点を改善、安価

な静岡版小型メタン発酵プラントを共同研究機関と商品化する。プ

ラント導入に関するコスト試算と環境アセスメントを実施し、実証

化試験を実施した業種向けのプラント導入に係るモデルケースを構

築する。 

太田良和弘

室伏敬太 

中島大介 

杉本芳邦 

共同研究 

(民間２社) 

 

エネルギ

ー政策課 

県単 

（地産エネ

ルギー促進

事業） 

環境科 14 廃石膏ボード

の石膏を利用し

たリン回収シス

テムの研究開発

<新><共> 

H29-30 建物を解体する際に発生する廃石膏ボードは処分費用が高額であ

り、中間処理業者の経営を圧迫している。一方で化学肥料を製造す

る際に必要なリン鉱石は調達をほぼ輸入に頼っており、輸入に頼ら

ない方法でリン源を確保する手段が求められている。そのひとつと

して、下水処理場の汚泥焼却灰から、石灰を利用してリンを回収す

る方法が検討されているが、未だ普及には至っていない。そこで、

廃石膏を利用してリン資源を回収する技術を開発する。 

中島大介 

室伏敬太 

 

共同研究 

(民間１社) 

 

県内企業 県単 

 

ユニバーサル

デザイン科 

15  簡易筋負担計

の開発 -製品

開発現場での利

用に向けて- 

<助> 

H26-29 年間離職率が 17％と高い介護労働現場において、腰痛を経験した

介護職員は８割に及ぶ。腰部に動的あるいは静的に過度の負担を加

える動作によることが原因のひとつである。厚生労働省が「職場に

おける腰痛予防対策指針」を19年ぶりに改訂、実効ある対策が求め

られている。本研究は、筋電センサを用いて、腰の筋電・姿勢計測

に基づく介護動作の教育指導支援システムを開発する。 

易  強 

小松 剛 

大賀久美 

単独研究 

協力 

（千葉大学、兵庫

県立大学､静岡福

祉大学、京都光華

女子大学） 

健康福祉

業界 

外部資金 

（科研費）

ユニバーサル

デザイン科 

16  食品加工バン

ドソー用の安全

強化グローブの

開発<共> 

H28-29 食品加工機械による死傷災害(休業４日以上)は年間 2,000 件以上

で、他の産業用機械と比べて特に多い。身体の障害が残る災害も多

く発生していて、安全対策がますます求められている。そこで、県

内にある食品加工機械製造業（国内トップシェア）と、食品加工バ

ンドソーの安全対策のため、今までにない作業性に優れた「安全強

化グローブ」の開発に取り組む。 

小松 剛 

多々良哲也

易  強 

大賀久美 

共同研究 

（民間１社） 

協力 

(民間１社) 

県内食品

加工機械

製造業 

 

県単 

<新>：新規課題  <助>：国庫補助   <委>：国庫委託  <交>：国庫交付金  <受>：受託  <共>：共同研究 



 

   工業技術研究所   No.5  

科/スタッフ名 研究課題名 研究期間 課 題 内 容 説 明 担 当 実施区分 要望元 予算区分 

工芸科 

（ものづくり

支援） 

17  冷涼感を有す

る県産の香り探

索と新規アロマ

製品の開発 

<助> 

H26-29 

 

 冷涼感作用を有する、柑橘をはじめとする県内産の香り成分を見

出し、素材化する。また、これを基に、県内の化成品メーカーと共

同で新たなアロマ製品を開発・提案し、市場開拓を図る。 

山下里恵 

石橋佳奈 

上野千恵 

単独研究 

協力 

(静岡県立大学、

民間２社) 

県内化成

品メーカ

ー 

外部資金 

（科研費）

工芸科 

（ものづくり

支援） 

18  セルロースナ

ノファイバーに

よる地域産業の

活性化  

H28-30  高い樹脂強化能が期待されているセルロースナノファイバーを塗

料や接着剤に添加し、その強度や耐久性等について検討する。機能

性塗料・接着剤を開発することで、付加価値のある製品開発に繋げ

る。 

村松重緒 

前田研司 

渡邊雅之 

石橋佳奈 

藤浪健二郎

 

単独研究 

協力 

(民間２社) 

 

 

商工振興

課 

県単 

(新成長) 

 

 

 

所内連携 

工芸科 

（ものづくり

支援） 

19  白金担持セル

ロースナノファ

イバーの炭素化

による新規な高

機能触媒の開発

<新><受> 

H29-30 白金触媒は、燃料電池や自動車排気ガス浄化など様々な用途に使

用されている。しかし、高価で資源量も少ない白金を有効活用する

技術が求められている。本研究では、新規白金化合物とセルロース

ナノファイバーを組み合わせる事で白金使用量の低減と耐久性の向

上を実現し、県内および東海地域における産業発展に寄与する。 

山下里恵 

前田研司 

田中伸佳 

共同研究 

(静岡大学） 

静岡大学 外部資金 

（一般財団

法人） 

<新>：新規課題  <助>：国庫補助   <委>：国庫委託  <交>：国庫交付金  <受>：受託  <共>：共同研究 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 (２)沼津工業技術支援センター 

   工業技術研究所 沼津工業技術支援センター  No.1  

科/スタッフ名 研究課題名 研究期間 課 題 内 容 説 明 担 当 実施区分 要望元 予算区分 

バイオ科 １ 食の都しずお

かの微生物を用

いた新しい発酵

食品ビジネスの

創出<共> 

H27-29  本県の幅広い産業での有用微生物の有効利用に資するため、本県

の豊かな地域資源等から得た有用微生物ライブラリーを構築すると

ともに、有用微生物を活用した新規発酵食品とその製造技術を開発

する。当センターでは、本研究の総括担当に加え、微生物ライブラ

リー構築に向けた研究や、新規酵母を用いた日本酒及びビール開発

を進める。 

岩原健二 

勝山 聡 

鈴木雅博 

共同研究 

(農技研､畜技

研､水技研､環衛

研､研究開発課)

協力 

(静岡大学、酒造

組合、民間企業

２社) 

研究開発

課 

県単 

(新成長) 

 

 

 

 

 

所間連携

バイオ科 ２ 微生物利用土

壌改良材の評価

に応用できる微

生物群集解析方

法の構築<共> 

H28-29  微生物利用土壌改良材を添加した土壌を対象として、遺伝子分離

技術による微生物群集解析を行うことで、土壌改良材由来の微生物

及びその影響を受ける土壌病原菌の挙動を評価する方法を構築す

る。 

高木啓詞 

太田俊也 

共同研究 

(民間１社) 

協力 

（沼津工業高等

専門学校） 

土壌改良

材製造企

業 

県単 

バイオ科 ３ 有用遺伝子同

定手法の開発と

その応用 

<新><共> 

H29  有用遺伝子のインシリコスクリーニング法の開発・改良と産業応

用に向けた研究を行うことを目的とする。具体的には新奇に発見し、

かつゲノム解析済の香気成分を産生する乳酸菌に着目し、原因遺伝

子を同定、発酵食品や飲料等への応用利用を図る。 

高木啓詞 

太田俊也 

共同研究 

(静岡県立大学)

 

静岡県立

大学 

県単 

機械電子科 ４ 金属工作機械

の伸縮式カバー

に用いるワイパ

ー選択条件の標

準化<共> 
 

H28-29 工作機械用カバーの中で、重ねて畳める機構を持つものには、隙

間に切屑等が入り込まないようにワイパーが装着される。カバーに

求める現場ニーズとして、「工作機械の送り速度の高速化対応」「チ

タン等の難削材の切削による損傷予防」の二つがあり、これらに応

えるゴムワイパーが求められている。このような需要に対応するた

め、各種ゴムワイパーの磨耗試験を通じ、ワイパー選択条件の標準

化を目指す。 

橘川義明 

飯野 修 

共同研究 

(民間１社) 

工作機械

向けカバ

ー設計製

造業・金属

加工業 

県単 

<新>：新規課題  <助>：国庫補助   <委>：国庫委託  <交>：国庫交付金  <受>：受託  <共>：共同研究 



 
   工業技術研究所 沼津工業技術支援センター  No.2  

科/スタッフ名 研究課題名 研究期間 課 題 内 容 説 明 担 当 実施区分 要望元 予算区分 

機械電子科 ５ 骨端用プレー

トの高品質・低

コスト成形加工

技術の開発 

<助><共> 
 

H28-30 高齢化が進む日本において、医療サービスの必要性が高まる一方

で社会保障費削減の必要性から、増加する骨折治療等整形外科分野

において使用される骨端用プレートの価格が下落傾向にある。そこ

で、生体適合性の高いチタン合金（Ti-6Al-4V）製骨端用プレートの

高品質・低コスト化を図る成型加工技術を開発する。 

是永宗祐 

本多正計 

竹居 翼 

飯野 修 

共同研究 

(民間１社) 

協力 

（産業技術総合

研究所） 

県内企業 

 

 

外部資金 

（国）戦略

的基盤技術

高度化支援

事業 

<新>：新規課題  <助>：国庫補助   <委>：国庫委託  <交>：国庫交付金  <受>：受託  <共>：共同研究 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(３)富士工業技術支援センター 

   工業技術研究所 富士工業技術支援センター  No.1  

科/スタッフ名 研究課題名 研究期間 課 題 内 容 説 明 担 当 実施区分 要望元 予算区分 

製紙・CNF 科 １ セルロースナ

ノファイバーに

よる地域産業の

活性化<共> 

H28-30 セルロースナノファイバー（ＣＮＦ）は、パルプを原料としてい

るものが多い。ＣＮＦを紙に応用したときの特性を明らかにし、基

礎データを整理することによって、地域企業による研究開発への取

り組みを容易にする。さらにＣＮＦの特性を活かした製品開発を進

めることで、既存製品との差別化、高付加価値化の手法を探り、地

域企業によるＣＮＦ利用製品の開発促進を図る。 

齊藤将人 

白井 圭 

山口智久 

木野浩成 

深沢博之 

齊藤和明 

共同研究 

（民間１社） 

 

 

商工振興

課 

県単 

(新成長) 

 

 

 

 

所内連携 

製紙・CNF 科 ２ 水に解けない

トイレットペー

パーの原因追及

と対策<新> 

H29-30 県内には古紙を原料とした再生紙トイレットペーパー工場が多

い。従来は比較的良質な古紙を原料としていたが、近年古紙品質の

低下により、様々なトラブルが発生し、水に解けないトイレットペ

ーパーに関する相談が増加している。水に解けないトイレットペー

パーはトイレのつまりを引き起こすが、県内中小メーカーが、自力

で解決することは難しい。本研究では水に解けないトイレットペー

パーの原因を明らかにし、対策を提案する。 

齊藤和明 

木野浩成 

深沢博之 

単独研究 

 

 

 

県内家庭

紙業界 

県単 

 

機械電子科 ３ 見守りシステ

ムの応用展開に

関する研究 

<共> 

H28-29 新成長戦略研究「ファルマバレープロジェクトを推進する医療・

介護用機器の開発-地域包括システムを支える見守りシステムの開

発-」を平成 25～27 年度実施し、製品化に向けたシステムが完成す

る見込みである。今回の見守りシステム開発に用いたセンシング、

信号処理、ネットワーク等の技術は介護分野以外の「見守り」対象

へも応用可能である。そこで、畜産技術研究所と協力してウシの分

娩検知に応用した動物用の見守りシステムの開発を行い、他分野へ

の利用拡大・普及を図り、安心安全な”見守り”技術の開発を推進

する。また、介護用見守りシステムの普及に伴い発見される課題に

ついても解決に向けた開発を進める。 

中山 洋 

長谷川茂 

井出達樹 

 

共同研究 

(民間１社、畜技

研) 

 

協力 

(民間１社、静岡

県立大学） 

介護機器

製造業 

県単 

 

<新>：新規課題  <助>：国庫補助   <委>：国庫委託  <交>：国庫交付金  <受>：受託  <共>：共同研究 
 



 
工業技術研究所 富士工業技術支援センター  No.2  

科/スタッフ名 研究課題名 研究期間 課 題 内 容 説 明 担 当 実施区分 要望元 予算区分 

機械電子科 ４ 異種材料接合

のための新型プ

ラズマ照射装置

の開発 

<新><共> 

H29-31 今後増加が見込まれる次世代自動車では構造の単純化、軽量化の

ために金属－樹脂複合材料等の利用が見込まれる。複合材利用には、

接着法が必需な技術と見られているが、現行の接着技術では要求性

能に対して不充分である。接着強度向上に有望な表面清浄化と化学

的活性化手段がプラズマ照射技術である。これに着目して「新型プ

ラズマ照射装置」を開発する。取り扱いが容易で、多くの部材で使

用可能で、安価な中小企業向けの技術を目指す。実証機を試作して

動作と処理効果を確認し、実用化に向けて次世代自動車部品製造に

繋げることを目標とする。 

高木 誠 

稲葉彩乃 

井出達樹 

長谷川茂 

 

共同研究 

(民間１社) 

 

新産業集

積課 

県単 

(新成長) 

<新>：新規課題  <助>：国庫補助   <委>：国庫委託  <交>：国庫交付金  <受>：受託  <共>：共同研究 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 (４)浜松工業技術支援センター 

   工業技術研究所 浜松工業技術支援センター  No.1  

科/スタッフ名 研究課題名 研究期間 課 題 内 容 説 明 担 当 実施区分 要望元 予算区分 

光科 

 

１ 透明体内部の

屈折率分布可視

化に関する研究 

H27-29  新成長戦略研究にて開発したスティッチング法を用いた大面積波

面計測システムの実用化について検討する。システムの実用化には

測定精度を保証することが求められている。本研究では、開発した

波面計測システムの測定精度について評価する。また、波面計測の

レーザー溶着検査への応用について検討する。さらに、研究で得た

透明体評価技術を生かして、企業の製品開発を支援する。 

中野雅晴 

太田幸宏 

単独研究 

協力 

(民間１社) 

光学機器

製造業 

県単 

光科 

機械科 

２ レーザーを用

いた樹脂材料へ

の染色技術の産

業応用 

<新><共> 

H29-31  浜松工技ではレーザーを用いた着色技術を研究シーズとして有し

ており、企業から①近年普及している超高屈折率レンズへの均一な

染色の実現②トレーサビリティの確保のための安価なマーキング技

術の開発③多品種少量生産に適用したインクジェットプリンターと

染料のレーザー定着技術を組合せた技術開発、などの要望がある。

これらの要望に対し、企業と協力しながら研究開発を進めていく。

植田浩安 

山下清光 

長津義之 

共同研究 

(民間５社) 

協力 

(大阪大学) 

光学機器

製造業 

県単 

光科 

 

３ 医療器具関連

のレーザー加工

装置の開発 

<新><共> 

H29-30  現在、カテーテルのガイドワイヤの中には、その先端成形を職人

が一つ一つ、手作業で行っているものがある。この先端成形を自動

化する加工技術を開発し、この機能を共同研究企業のキズ検査装置

に搭載し、多機能化した装置を開発する。 

さらに、共同研究企業が行っている接合の問題点を解決するため、

波長2μmレーザーを使用し、フィルム接合とチューブ接合の技術開

発を行い、透明樹脂接合用レーザー装置を開発する。 

山下清光 

植田浩安 

 

共同研究 

(民間２社) 

協力 

(光産業創成大

学院大学) 

光学機器

製造業 

県単 

光科 

 

４ マイクロチッ

プレーザーのユ

ーザビリティー

評価<新><委> 

H29-30  ImPACT において超小型ハイパワーなマイクロチップレーザーが開

発された。このレーザーの用途開発も重要で、その加工や光計測で

の特性を把握する必要があり、ユーザーが使用上の問題点の洗い出

しできる環境が必要である。そこで、当センター内にマイクロチッ

プレーザーのプラットホームを構築し，プロジェクト参画企業に開

放して、用途開発を推進し、装置の改良点の洗い出しを行う。 

鷺坂芳弘 

植田浩安 

山下清光 

太田幸宏 

中野雅晴 

県単独研究 光学機器

製造業 

外部資金 

（JST） 

ImPACTプロ

グラム 

<新>：新規課題  <助>：国庫補助   <委>：国庫委託  <交>：国庫交付金  <受>：受託  <共>：共同研究 



  

  工業技術研究所 浜松工業技術支援センター  No.2  

科/スタッフ名 研究課題名 研究期間 課 題 内 容 説 明 担 当 実施区分 要望元 予算区分 

電子科 

 

５ 電波識別技術

を応用した携帯

電話通話検知装

置の実用化 

<共> 

H28-29  振り込め詐欺の常套手段として携帯電話が利用されることが多い

ことから、銀行 ATM 周辺での携帯電話の通話を検知する装置の要望

がある。そこで、アールエフネットワーク㈱と共同研究した電波識

別技術を応用することで、小型・低コストで信頼性の高い携帯電話

通話検知装置の実用化に向けた研究を実施する。本装置を銀行 ATM

周辺に設置することにより、振り込め詐欺対策に貢献できると期待

される。 

山田浩文 

上野貴康 

増田康利 

松田 稔 

 

共同研究 

(民間企業１社)

協力 

(静岡大学） 

 

電子機器

製造業 

県単 

 

機械科 

 

６ 半溶融成形法

による高放熱性

ヒートシンクの

開発<受><共> 

H26-29  半溶融成形法は、薄肉・複雑形状鋳物を高品質で製造できるプロ

セスである。特に合金材質のバリエーションが広く適用できるため、

Si 量を減らした熱伝導の良い合金の製造が可能である。本研究では

ヒートシンク製造に半溶融成形法を適用し、合金材質の適正化（添

加元素の減少）・鋳造欠陥の減・熱処理による組織改質を検討する

ことにより、ヒートシンク放熱性の向上及び複雑・軽量化を実現し、

機械部品としての高機能化を実現する。 

岩澤 秀 

針幸達也 

大澤洋文 

長澤 正 

長津義之 

共同研究 

(民間１社、東京

工業大学、産業

技術総合研究

所） 

 

 

輸送機器

部品・電子

電気機器

部品製造

業 

外部資金 

（財団） 

機械科 ７ 次世代自動車

の軽量化に貢献

する３Ｄ熱変形

計測・評価技術

の開発<新> 

H29-31  アルミニウム合金やハイテン材を対象とした３Ｄ熱変形計測シス

テム、熱変形シミュレーション技術、品質工学を適用した３Ｄ熱変

形公差技術の確立を行う。 

これらの３点の課題は相互に関連しており、設計・製作した部品の

実測での精度確認によって、シミュレーションの精度向上を行ない、

設計に生かすことで機能向上を図る。 

針幸達也 

岩澤 秀 

長津義之 

長澤 正 

 

単独研究 

 

 

新産業集

積課 

県単 

(新成長) 

<新>：新規課題  <助>：国庫補助   <委>：国庫委託  <交>：国庫交付金  <受>：受託  <共>：共同研究 

 

 

 
 
 
 



  

  工業技術研究所 浜松工業技術支援センター  No.3 

科/スタッフ名 研究課題名 研究期間 課 題 内 容 説 明 担 当 実施区分 要望元 予算区分 

材料科 ８ バイオマス由

来活性炭を用い

た電気二重層キ

ャパシタの量産

化<助> 

H26-29 これまでの研究で、水蒸気賦活コーヒーかす活性炭が、市販の電

気二重層キャパシタ（EDLC）用活性炭に匹敵する性能を示すことが

明らかとなった。しかし、実用化のためには、静電容量を現状より

向上させること、コーヒーかす活性炭に含まれる不純物を低減させ

るための洗浄条件を確立することが必要がある。これら課題をクリ

アすることでコーヒーかす活性炭を用いたEDLCの実用化を目指す。

菊池圭祐 

 

単独研究 

協力 

(民間２社） 

飲料メー

カー、炭化

メーカー、

輸送機器

メーカー 

外部資金 

（科研費）

材料科 ９ 電鋳技術によ

る多孔質構造体

の作製 

<新><共> 

H29-31  多孔質体とは内部に微細な大きさの孔を持つ固体の総称で、電極

部材、触媒担体、吸着材など様々な用途に使われている。多孔質体

には、大きい比表面積に加え、形状の自由度が求められている。 

 本研究では、微細な加工技術の一つである電鋳技術、粉末冶金技術

及び多孔質めっき技術を組み合わせて、形状設計の自由度が高く、

比表面積の大きい貴金属多孔質体を開発する。 

田光伸也 

伊藤芳典 

鈴木智英子

共同研究 

(民間１社) 

 

金属製品・

金属部品

製造業等 

県単 

材料科 10 複合的・多角

的アプローチに

よる金属腐食生

成物の解析 

<新> 

H29-30  金属材料において、腐食・変色原因の調査として、これまで元素

分析が主たる手段であったが、発生原因の特定までは困難であった。

 本研究では、実験的に腐食・変色を発生させためっき品や鉄鋼材

料等の金属材料について、元素分析に加え、FT-IR、XRD 等の機器分

析手法を用い、複合的・多角的なアプローチによって、金属の腐食・

変色の発生原因の特定に結び付けることを目的としている。 

吉岡正行 

植松俊明 

菊池圭祐 

鈴木智英子

伊藤芳典 

 

単独研究 

協力 

(民間２社) 

金属表面

処理業・金

属部品製

造業 

県単 

繊維高分子材

料科 

11 低環境負荷の

注染用防染糊の

開発<共> 

H28-29 現在、注染で用いられている防染糊の原料には海藻などの天然物

や環境負荷物質の亜鉛が含まれていることから、環境負荷の低い安

定したコストの防染糊の開発が求められている。そこで、材料成分

の防染機構を明らかにするとともに、亜鉛などの有害物質を含まな

い価格の安定した代替防染糊を開発する。 

森田達弥 

鈴木悠介 

山崎利樹 

鈴木一之 

共同研究 

(民間１社) 

 

県内染色

事業所 

県単 

<新>：新規課題  <助>：国庫補助   <委>：国庫委託  <交>：国庫交付金  <受>：受託  <共>：共同研究 

 

 


